
 

平成 30 年 10 月 9 日 

 

グレーゾーン解消制度に係る事業者からの照会に対し回答がありました 

～商標登録出願書類等を利用者自らが作成することを支援するソフトウェアの有償での

提供について～ 
 

産業競争力強化法に基づく「グレーゾーン解消制度」について、経済産業省所管の事

業に関する照会に対して回答しました。 

 

1．「グレーゾーン解消制度」の活用結果 

今般、利用者が自己の判断に基づいて自ら商標登録出願書類等を作成することを支

援するソフトウェアを有料で提供する事業者から、以下のとおり、照会がありました。 

・当該事業が弁理士法第７５条に違反するか。 

 

これを受け、弁理士法を所管する経済産業省が検討を行った結果、以下の回答を行

いました。 

・当該事業は、利用者が自己の判断に基づいて自ら商標登録出願書類等を作成す

ることを支援するソフトウェアを提供するものであり、書類作成をするものではない

ことから、当該事業は、弁理士法第 75 条に違反しない。 

 

詳細は別添の資料をご覧ください。 

 

2．「グレーゾーン解消制度」の概要 

産業競争力強化法に基づく「グレーゾーン解消制度」は、事業に対する規制の適用の

有無を、事業者が照会することができる制度です。 

事業者が新事業活動を行うに先立ち、あらかじめ規制の適用の有無について、政府に

照会し、事業所管大臣から規制所管大臣への確認を経て、規制の適用の有無につい

て、回答するものです（本件の場合、事業所管大臣及び規制所管大臣は経済産業大臣

となります）。 

なお、上記回答は、今般照会のあった事業についてのみ判断したものであり、他の事

業等における判断を示すものではありません。 

また、本制度における回答は、あくまで該当法令における取り扱いについてのみ判断し

たものであり、他の法令等における判断を示すものではありません。 

 



 

 

 

 

（本回答の内容についてのお問合せ先） 

 特許庁総務部秘書課弁理士室長 吉越 

担当者：青鹿 

電 話：03-3581-1101（内線 2111） 

03-3501-0062（直通） 

03-3592-5222（FAX） 

 

（本プレスリリースのお問い合わせ先） 

 商務・サービスグループ サービス政策課サービス産業室長 宮下  

担当者： 中村 

電 話：03-3501-1511（内線 4021） 

03-3580-3922（直通） 

03-3501-6613（FAX） 

 

（本制度のお問い合わせ先） 

 経済産業政策局 新規事業創造推進室 新規事業調整官 福本 

担当者： 黒籔、太田、三牧 

電 話：03-3501-1511（内線 2531～5） 

03-3501-1628（直通） 

03-3501-6590（FAX） 


